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1. 平成27年3月期の連結業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 54,132 68.0 7,253 512.4 7,745 300.8 5,297 ―
26年3月期 32,225 △39.0 1,184 △86.0 1,932 △71.6 344 △91.8

（注）包括利益 27年3月期 7,848百万円 （622.8％） 26年3月期 1,085百万円 （△77.8％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年3月期 74.37 72.92 15.7 14.2 13.4
26年3月期 4.72 4.64 1.1 3.9 3.7

（参考） 持分法投資損益 27年3月期 ―百万円 26年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 56,829 37,279 64.1 522.94
26年3月期 52,250 31,587 59.3 428.18

（参考） 自己資本 27年3月期 36,414百万円 26年3月期 30,981百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

27年3月期 3,135 △1,706 △2,822 4,952
26年3月期 714 △713 445 6,044

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年3月期 ― 6.00 ― 6.00 12.00 868 254.2 2.8
27年3月期 ― 6.00 ― 8.00 14.00 989 18.8 2.9
28年3月期(予想) ― 8.00 ― 8.00 16.00 22.8

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 26,000 △12.5 3,600 △24.3 3,400 △30.3 2,300 △32.5 33.62
通期 54,000 △0.2 7,500 3.4 7,000 △9.6 4,800 △9.4 70.27



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期 74,919,379 株 26年3月期 74,919,379 株
② 期末自己株式数 27年3月期 5,285,426 株 26年3月期 2,562,250 株
③ 期中平均株式数 27年3月期 71,227,477 株 26年3月期 72,900,461 株

（参考）個別業績の概要 

平成27年3月期の個別業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 34,992 18.7 1,179 ― 2,522 89.6 1,698 ―
26年3月期 29,491 △17.7 △87 ― 1,330 △80.8 △70 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

27年3月期 23.85 23.39
26年3月期 △0.97 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 39,050 30,494 76.2 427.60
26年3月期 41,800 29,692 69.6 401.99

（参考） 自己資本 27年3月期 29,775百万円 26年3月期 29,086百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査の手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表
の監査手続きは終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成されたものであり、予想につきましては、様々な不確定要素が内在しております
ので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる可能性があります。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1)経営成績に関する分析

①当期の概況

当期におけるわが国経済は、一部に消費税率引き上げの影響があったものの、全体的には緩やかな回復基調が

続いてきました。

工作機械業界におきましては、国内市場は前期からの緩やかな回復基調が続き、米国市場、欧州市場とも堅調

に推移し、中国市場におきましてもスマートフォン関係のＥＭＳ生産が牽引し総じて緩やかに回復してきました。

このような状況の下、当社グループは、ＩＴ関連向け製品の出荷増に加え自動車向け新製品も寄与し、前期比増

収増益となりました。

②連結業績

売上高は、前期比68.0％増の54,132百万円となりました。

国内売上は前期比32.0％増の9,712百万円、海外売上は同78.6％増の44,419百万円となり、海外比率は前期の

77.2％から82.1％となりました。

また、機種別の売上では、主力の自動旋盤は前期比71.0％増の44,150百万円、研削盤は同1.1％増の3,222百万

円、マシニングセンタは同1.9％増の1,536百万円、転造盤・専用機は同257.1％増の4,914百万円となりました。

損益につきましては、営業利益は前期比512.4％増の7,253百万円、経常利益は同300.8％増の7,745百万円、当期

純利益は同1,439.0%増の5,297百万円となりました。

③次期の見通し

国内市場は、海外生産拠点の国内回帰の動きもあり緩やかな回復が続き、欧州市場、米国市場とも堅調に推移す

ると予想しております。また、中国市場については、地場スマートフォン向けの需要が前期後半から出てきており

ますが、やや景気に対する不透明感も出てくると予想しております。

このような状況を踏まえ、次期の業績予想を下記のとおりといたしました。

 

・平成28年３月期の連結業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日）

 
単位：百万円

  第２四半期(累計) 通  期

売 上 高 26,000 54,000

営 業 利 益 3,600 7,500

経 常 利 益 3,400 7,000

当 期 純 利 益 2,300 4,800

 

(2)財政状態に関する分析

①資産、負債および純資産の状況

当連結会計年度末総資産は、前連結会計年度末に比べて4,578百万円増加し、56,829百万円となりました。

これは主に、たな卸資産が1,741百万円、有形固定資産が1,030百万円、投資有価証券が1,900百万円増加したこと

によるものであります。

当連結会計年度末負債は、前連結会計年度末に比べて1,112百万円減少し、19,550百万円となりました。

これは主に、支払手形及び買掛金が2,354百万円減少したことによるものであります。

当連結会計年度末純資産は、前連結会計年度末比5,691百万円増加し、37,279百万円となりました。

これは主に、当期純利益5,297百万円による増加、その他有価証券評価差額金が1,406百万円、為替換算調整勘定が

988百万円増加した一方、配当金の支払い866百万円、自己株式の取得により1,848百万円減少したことによるもの

であります。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末比4.8%上昇し、64.1%となりました。
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②当期のキャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末比1,092百万円減少し、4,952百万円とな

りました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は、3,135百万円の増加（前連結会計年度は714百万円の増加）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益7,681百万円、減価償却費1,160百万円、売上債権の減少115百万円、たな卸

資産の減少114百万円により資金が増加した一方、仕入債務の減少3,565百万円、法人税等の支払2,283百万円によ

り資金が減少した結果によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、1,706百万円の減少（前連結会計年度は713百万円の減少）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得1,011百万円、無形固定資産の取得434百万円、長期貸付による支出315百万円に

より資金が減少した結果によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、2,822百万円の減少（前連結会計年度は445百万円の増加）となりました。

これは主に、短期借入金の減少226百万円、自己株式の取得1,850百万円、配当金の支払866百万円により資金が減

少した結果によるものであります。

 

  平成23年3月期 平成24年3月期 平成25年3月期 平成26年3月期 平成27年3月期

自己資本比率(％) 60.9 53.9 68.6 59.3 64.1

時価ベースの自己資本比率(％) 106.6 136.6 86.9 85.4 94.2

キャッシュ・フロー対有利子負債

比率(年)
1.3 5.4 2.0 8.5 2.2

インタレスト・カバレッジ・レシ

オ(倍)
29.6 6.4 24.2 5.1 10.7

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

＊キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

ます。

有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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(3)利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当

当社グループは今後とも、時代の変化に対応した開発投資を積極的に行い、競争力の一層の強化、経営の効率化

に引き続き取り組むことにより、企業グループの総合力を高め、株主の皆様に利益還元を図ることが基本と考えて

おります。

従いまして、企業体質の強化を図るとともに、安定配当を確保すべくグループをあげて努力してまいります。

また、株主還元策の一環としての自己株式取得につきましては、機動的な資本政策の遂行を可能とすること等を

目的として、その必要性、財務状況、株価動向等を総合的に判断いたしまして適切に対応してまいります。

平成27年３月期の剰余金の配当につきましては、１株につき中間配当金６円、期末配当金は８円（２円増配）の

年間14円とさせていただきました。

また、平成28年３月期の剰余金の配当につきましては、１株につき中間配当金８円、期末配当金８円の年間16円

とさせていただく予定であります。

 

(4)事業等のリスク

当社グループの経営成績、株価および財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものが

あります。

①景気変動による影響

工作機械業界は、景気変動の影響を受けやすい業界でありますが、当社グループは高効率経営を目指し、固定費

削減等により、予期せぬ市場規模の縮小による業績への影響を少なくすべく努力を続けております。しかし、想定

外の急激な変化が生じた場合には、当社グループの生産・業績および財政状態に影響を与える可能性があります。

②原材料価格の変動による影響

当社グループ製品の主要原材料である鋳物・鋼材などは、為替相場の動向、国際的な需給の状況などに大きく影

響されております。これらによる原材料価格の上昇は、当社グループの生産・業績および財政状態に影響を与える

可能性があります。

③為替変動による影響

当社グループ製品の販売は、海外向けの比率が年々上昇しております。輸出は原則円建で行っており、為替変動

の直接的な影響はないものの、急激な円高は海外の代理店・ユーザーから販売価格の引下げの要求を受けます。ま

た、中国子会社のウェイトが高まるにつれ、人民元の為替レートの変動が、当社グループの生産・業績および財政

状態に影響を与える可能性があります。

④海外での事業活動による影響

当社グループは、中国子会社でも工作機械を製造・販売しており、また、韓国、タイ、ドイツ等の子会社を通じ

て製品の販売およびアフターサービスを行っておりますが、これらの国における、政情の悪化、法律・規制の変更

等が、当社グループの生産・業績および財政状態に影響を与える可能性があります。

⑤品質に関する影響

当社グループは、積極的に新製品を開発し市場に投入するとともに、品質の向上にグループを挙げて取り組んで

おります。予期せぬ事故・サービス不良等の問題が発生した場合には、当社グループの生産・業績および財政状態

に影響を与える可能性があります。

⑥知的財産権に関わる影響

当社グループが保有する技術については、特許出願を行い知的財産権として取得することにより技術の保全を図

っております。しかし、他社から当社グループの知的財産権が侵害された場合や、当社グループの知的財産権に対

する無効請求や、侵害差止請求等が提起された場合、当社グループの生産・業績および財政状態に影響を与える可

能性があります。

⑦取引先の動向による影響

当社グループは、電子機器・情報通信関連業界、自動車業界をはじめとして多岐にわたる取引先と取引を行って

おり、取引先の置かれている環境、信用リスク等については細心の注意を払っております。しかし、取引先との契

約の変更、事業環境の変化、業績悪化等により、特に取引額の大きい取引先の状況に変化が生じた場合、当社グル

ープの生産・業績および財政状態に影響を与える可能性があります。

⑧自然災害等による影響

当社グループは製造、販売およびサービス拠点をグローバルに展開しているため、予測不可能な自然災害、コン

ピュータウィルス、テロといった多くの事象によって引き起こされる災害に影響を受ける可能性があります。

当社グループの主要な製造拠点は、国内では新潟県にあり、海外では中国にあります。万が一、当該地域で大規

模な震災、水害またはその他の災害等が発生し、製品供給が不可能、あるいは遅延することとなった場合は、当社

グループの生産・業績および財政状態に影響を与える可能性があります。

 

㈱ツガミ（6101）　平成27年３月期　決算短信

- 4 -



２．企業集団の状況

当社グループは、自動旋盤、研削盤、マシニングセンタ、転造盤、その他の工作機械等の製造販売を主な内容とし、

更に各企業に関連する研究およびその他のサービス等の事業活動を展開しております。

当社グループ（主要企業）の事業系統図は、以下のとおりであります。

 

（注）保守・修理等サービス部門「TSUGAMI GmbH」は、平成27年４月13日付で「TSUGAMI EUROPE GmbH」と社名を変更

しております
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３．経営方針

(1)会社の経営の基本方針

当社グループは、創業以来培ってきた精密技術を基礎に市場のニーズを絶えず先取りし、新しい価値の創造を通

じ、社会に貢献することを経営の基本においております。

このような基本方針により、お客様のご要望に合致した「高精度」「高速」「高剛性」の製品を提供することに

努力いたしております。

 

(2)中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、中長期的戦略として、以下の重点課題に対し積極的に取り組んでおります。

①成長分野を狙った新製品の投入

今後、成長が期待される分野、例えば環境・省エネ対応が求められる自動車向け部品、更に高度化するＨＤＤ・

ＩＴ分野・医療分野等に、お客様の要請に十分応えられる新製品の市場投入に全力で取り組んでまいります。

②成長地域を狙った事業戦略

中長期的には設備投資意欲が旺盛な中国・東南アジア・インド等の市場への生産・販売・アフターサービス体制

の更なる強化を図ってまいります。

③経営の効率化と顧客満足度の向上

企業グループとしての総合力を高めるため、関係会社も含め営業・生産・管理体制の強化と高効率経営を図って

まいります。

また、引き続きお客様のニーズに合致した新製品の提供とサービスの充実に努め、常に顧客満足度の向上を目指

し、お客様に信頼される経営に全力で取り組んでまいります。
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当企業集団は、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸表

を作成する方針であります。

なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,227 5,175 

受取手形及び売掛金 6,686 7,054 

商品及び製品 7,374 8,264 

仕掛品 4,631 5,684 

原材料及び貯蔵品 8,953 8,750 

未収消費税等 876 1,017 

繰延税金資産 577 443 

その他 746 513 

貸倒引当金 △120 △43 

流動資産合計 35,953 36,861 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 9,836 11,564 

減価償却累計額 △4,693 △5,167 

建物及び構築物（純額） 5,142 6,396 

機械装置及び運搬具 10,486 10,067 

減価償却累計額 △6,580 △5,895 

機械装置及び運搬具（純額） 3,906 4,171 

土地 564 564 

リース資産 48 55 

減価償却累計額 △22 △27 

リース資産（純額） 25 27 

建設仮勘定 473 3 

その他 1,160 1,243 

減価償却累計額 △852 △956 

その他（純額） 307 287 

有形固定資産合計 10,420 11,451 

無形固定資産 328 756 

投資その他の資産    

投資有価証券 4,247 6,148 

関係会社株式 11 11 

関係会社出資金 1,107 1,131 

長期貸付金 6 316 

繰延税金資産 1 1 

その他 167 ※２ 149 

投資その他の資産合計 5,541 7,759 

固定資産合計 16,290 19,967 

繰延資産    

株式交付費 5 0 

繰延資産合計 5 0 

資産合計 52,250 56,829 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 10,630 8,276 

短期借入金 6,075 6,855 

未払法人税等 1,113 616 

賞与引当金 246 227 

製品保証引当金 277 448 

その他 973 1,427 

流動負債合計 19,316 17,851 

固定負債    

繰延税金負債 327 1,084 

役員退職慰労引当金 14 18 

退職給付に係る負債 946 535 

その他 58 58 

固定負債合計 1,346 1,698 

負債合計 20,663 19,550 

純資産の部    

株主資本    

資本金 12,345 12,345 

資本剰余金 5,889 5,889 

利益剰余金 11,424 15,963 

自己株式 △1,079 △2,738 

株主資本合計 28,579 31,460 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,391 2,798 

為替換算調整勘定 1,134 2,123 

退職給付に係る調整累計額 △123 32 

その他の包括利益累計額合計 2,401 4,953 

新株予約権 605 865 

純資産合計 31,587 37,279 

負債純資産合計 52,250 56,829 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 32,225 54,132 

売上原価 ※１ 25,122 ※１ 39,890 

売上総利益 7,102 14,241 

販売費及び一般管理費    

給料及び手当 1,325 1,585 

賞与引当金繰入額 57 57 

退職給付費用 83 79 

役員退職慰労引当金繰入額 4 4 

技術研究費 ※２ 1,445 ※２ 1,278 

保険料 124 177 

貸倒引当金繰入額 29 － 

製品保証引当金繰入額 277 465 

その他 2,569 3,338 

販売費及び一般管理費合計 5,918 6,988 

営業利益 1,184 7,253 

営業外収益    

受取利息 20 24 

受取配当金 55 84 

為替差益 912 1,071 

貸倒引当金戻入額 － 32 

受取保険金 36 34 

その他 107 114 

営業外収益合計 1,131 1,360 

営業外費用    

支払利息 141 273 

手形売却損 114 143 

支払手数料 － 313 

その他 127 138 

営業外費用合計 383 869 

経常利益 1,932 7,745 

特別利益    

固定資産売却益 ※３ 122 ※３ 25 

投資有価証券売却益 － 2 

補助金収入 110 37 

特別利益合計 232 65 

特別損失    

固定資産除却損 ※４ 21 ※４ 19 

固定資産売却損 ※５ 13 ※５ 31 

投資有価証券売却損 271 － 

減損損失 － 60 

貸倒損失 0 － 

関係会社出資金評価損 12 － 

事業整理損 － 16 

特別損失合計 320 129 

税金等調整前当期純利益 1,845 7,681 

法人税、住民税及び事業税 1,462 2,126 

法人税等調整額 38 258 

法人税等合計 1,501 2,384 

少数株主損益調整前当期純利益 344 5,297 

少数株主利益 － － 

当期純利益 344 5,297 
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（連結包括利益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 344 5,297 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 299 1,406 

為替換算調整勘定 442 988 

退職給付に係る調整額 － 156 

その他の包括利益合計 ※ 741 ※ 2,551 

包括利益 1,085 7,848 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,085 7,848 

少数株主に係る包括利益 － － 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 12,345 5,884 11,956 △471 29,714 

会計方針の変更による累積的影
響額         － 

会計方針の変更を反映した当期首
残高 

12,345 5,884 11,956 △471 29,714 

当期変動額           

剰余金の配当     △876   △876 

当期純利益     344   344 

自己株式の取得       △697 △697 

自己株式の処分   5   88 94 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）           

当期変動額合計 － 5 △531 △608 △1,134 

当期末残高 12,345 5,889 11,424 △1,079 28,579 

 

             

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 1,092 691 － 1,783 500 31,998 

会計方針の変更による累積的影
響額           － 

会計方針の変更を反映した当期首
残高 

1,092 691 － 1,783 500 31,998 

当期変動額             

剰余金の配当           △876 

当期純利益           344 

自己株式の取得           △697 

自己株式の処分           94 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

299 442 △123 618 105 723 

当期変動額合計 299 442 △123 618 105 △411 

当期末残高 1,391 1,134 △123 2,401 605 31,587 
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 12,345 5,889 11,424 △1,079 28,579 

会計方針の変更による累積的影
響額     108   108 

会計方針の変更を反映した当期首
残高 

12,345 5,889 11,533 △1,079 28,688 

当期変動額           

剰余金の配当     △866   △866 

当期純利益     5,297   5,297 

自己株式の取得       △1,848 △1,848 

自己株式の処分   0   189 189 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）           

当期変動額合計 － 0 4,430 △1,658 2,771 

当期末残高 12,345 5,889 15,963 △2,738 31,460 

 

             

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 1,391 1,134 △123 2,401 605 31,587 

会計方針の変更による累積的影
響額           108 

会計方針の変更を反映した当期首
残高 

1,391 1,134 △123 2,401 605 31,696 

当期変動額             

剰余金の配当           △866 

当期純利益           5,297 

自己株式の取得           △1,848 

自己株式の処分           189 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

1,406 988 156 2,551 259 2,811 

当期変動額合計 1,406 988 156 2,551 259 5,583 

当期末残高 2,798 2,123 32 4,953 865 37,279 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,845 7,681 

減価償却費 1,075 1,160 

株式報酬費用 170 315 

減損損失 － 60 

補助金収入 △110 △37 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 42 △54 

賞与引当金の増減額（△は減少） 26 △19 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △15 150 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 16 △138 

受取利息及び受取配当金 △75 △108 

支払利息 141 273 

投資有価証券売却損益（△は益） 271 △2 

固定資産除却損 21 19 

固定資産売却損益（△は益） △108 5 

為替差損益（△は益） △648 △756 

売上債権の増減額（△は増加） △1,159 115 

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,256 114 

前渡金の増減額（△は増加） △92 28 

仕入債務の増減額（△は減少） 3,229 △3,565 

前受金の増減額（△は減少） 157 149 

未収消費税等の増減額（△は増加） △301 △90 

その他 △146 276 

小計 2,085 5,581 

利息及び配当金の受取額 71 94 

利息の支払額 △139 △294 

補助金の受取額 110 37 

法人税等の支払額 △1,413 △2,283 

営業活動によるキャッシュ・フロー 714 3,135 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △242 △280 

定期預金の払戻による収入 247 256 

有形固定資産の取得による支出 △1,092 △1,011 

有形固定資産の売却による収入 130 74 

無形固定資産の取得による支出 △16 △434 

投資有価証券の売却による収入 614 2 

長期貸付けによる支出 － △315 

出資金の払込による支出 △364 － 

その他 9 1 

投資活動によるキャッシュ・フロー △713 △1,706 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 7,075 7,457 

短期借入金の返済による支出 △4,772 △7,683 

社債の償還による支出 △300 － 

自己株式の売却による収入 29 133 

自己株式の取得による支出 △698 △1,850 

配当金の支払額 △876 △866 

リース債務の返済による支出 △12 △11 

その他 － △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー 445 △2,822 

現金及び現金同等物に係る換算差額 302 300 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 748 △1,092 

現金及び現金同等物の期首残高 5,296 6,044 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 6,044 ※ 4,952 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 7社

主要な連結子会社の名称

㈱ツガミマシナリー

㈱ツガミ総合サービス

津上精密机床（浙江）有限公司

浙江品川精密機械有限公司

TSUGAMI KOREA CO.,LTD.

津上精密機床（中國）有限公司

津上精密機床（香港）有限公司

 

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

TSUGAMI(THAI)CO.,LTD.

TSUGAMI GmbH

TSUGAMI PRECISION ENGINEERING INDIA PRIVATE LIMITED

TSUGAMI TECH SOLUTIONS INDIA PRIVATE LIMITED

TSUGAMI Universal Pte.Ltd.

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会社数 0社

 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社（TSUGAMI(THAI)CO.,LTD.、TSUGAMI GmbH、TSUGAMI

  PRECISION ENGINEERING INDIA PRIVATE LIMITED、TSUGAMI TECH SOLUTIONS INDIA PRIVATE LIMITED、TSUGAMI

  Universal Pte.Ltd.等）及び関連会社（REM SALES LLC）は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影

  響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、津上精密机床（浙江）有限公司、浙江品川精密機械有限公司および津上精密機床（香

港）有限公司の決算日は12月31日であります。

連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った財務諸表を基礎とする方法を採用しております。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

② デリバティブ

時価法を採用しております。

③ たな卸資産

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）および在外子会社については、

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物   15年～38年

機械装置及び運搬具 ９年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 

(3) 重要な繰延資産の処理方法

  株式交付費

３年にわたり定額法により償却しております。

 

(4）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

当社および連結子会社の従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担

すべき額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社については、役員の退職により支給する役員退職慰労金に備えるため、内規に基づく

支給限度額を計上しております。

④ 製品保証引当金

製品販売後の無償保証期間に生じる補修費の支出に備えるため、過去の実績率等に基づく見込額を計上

しております。

 

(5) 退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

② 会計基準変更時差異及び数理計算上の差異の費用処理方法

会計基準変更時差異（2,180百万円）については、主として15年による定額法により費用処理しておりま

す。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

③ 未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の会計処理方法

未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけ

るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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(6) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産、負債、収益、費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

 

(7) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たし

ている場合には振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は下記のとおりであります。

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

③ ヘッジ方針

為替変動リスクの回避並びに損益確定のため、対象債権債務の範囲内でヘッジを行っております。

④ ヘッジ有効評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時およびその後も継続し

て相場変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判断は省略しておりま

す。

 

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および取得日から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的投資からなっております。

 

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税および地方消費税は、

当連結会計年度の費用として処理しております。
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（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」と

いう。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26

日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本

文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法

についても、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間およ

び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、

当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に

加減しております。

 この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が168百万円減少し、利益剰余金が108百万円増加

しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益へ与える影響は、

それぞれ軽微であります。

 なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額に与える影響は軽微であります。 

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取賃貸料」は、金額的重要性

が乏しくなったため、当連結会計年度においては、「その他」に含めて表示しております。この表示方法

の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「受取賃貸料」に表示してい

た45百万円は「その他」として組替えております。

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「休止費用」は、金額的重要性が

乏しくなったため、当連結会計年度においては、「その他」に含めて表示しております。この表示方法の

変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「休止費用」に表示していた

40百万円は「その他」として組替えております。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「株式報

酬費用」「賞与引当金の増減額（△は減少）」「前受金の増減額（△は減少）」は金額的重要性が増した

ため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結

会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他」に表示していた209百万円は、「株式報酬費用」170百万円、「賞与引当金の増減額

（△は減少）」26百万円、「前受金の増減額（△は減少）」157百万円、「その他」△146百万円として組

み替えております。

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「投資有

価証券の取得による支出」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に

含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替

えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・

フロー」の「投資有価証券の取得による支出」に表示していた△1百万円は、「その他」として組み替えて

おります。
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（連結貸借対照表関係）

 １．受取手形割引高に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成27年３月31日） 

受取手形割引高 978百万円 985百万円 

輸出受取手形割引高 2,453 2,269 

 

※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

投資その他の資産 －百万円 1百万円 

 

（連結損益計算書関係）

※１．通常の販売目的で所有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額

 

前連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成26年４月１日 

  至 平成27年３月31日） 

売上原価 △10百万円 16百万円 

 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

 

前連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成26年４月１日 

  至 平成27年３月31日） 

一般管理費及び当期製造費用に含まれ

る研究開発費 
1,445百万円 1,278百万円 

 

※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 

           前連結会計年度

       （自 平成25年４月１日

       至 平成26年３月31日）

           当連結会計年度

       （自 平成26年４月１日

       至 平成27年３月31日）

機械装置 1百万円 25百万円

土地 119 －

車両運搬具 1 －

計 122 25

 

※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 

           前連結会計年度

       （自 平成25年４月１日

       至 平成26年３月31日）

           当連結会計年度

       （自 平成26年４月１日

       至 平成27年３月31日）

建物 13百万円 10百万円

機械装置 7 8

その他 0 0

計 21 19

 

※５．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 

           前連結会計年度

       （自 平成25年４月１日

       至 平成26年３月31日）

           当連結会計年度

       （自 平成26年４月１日

       至 平成27年３月31日）

機械装置 13百万円 31百万円
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 

前連結会計年度

(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 79百万円 1,899百万円

組替調整額 271 －

税効果調整前 351 1,899

税効果額 △51 △492

その他有価証券評価差額金 299 1,406

為替換算調整勘定：    

当期発生額 442 988

退職給付に係る調整額：    

当期発生額 － 102

組替調整額 － 139

税効果調整前 － 241

税効果額 － △85

退職給付に係る調整額 － 156

その他の包括利益合計 741 2,551
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式        

普通株式 74,919 － － 74,919

合計 74,919 － － 74,919

自己株式        

普通株式    (注)１,２ 1,300 1,493 231 2,562

合計 1,300 1,493 231 2,562

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,493千株は、市場買付による増加1,484千株、単元未満株式の買取りによ

る増加９千株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少231千株は、ストック・オプションの行使による減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数(株)
当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

(親会社)

ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 605

合計 － － － － － 605

 

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
(決議)

株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月10日 

取締役会
普通株式 441 6.00 平成25年３月31日 平成25年５月29日

平成25年11月12日 

取締役会
普通株式 434 6.00 平成25年９月30日 平成25年11月27日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
(決議)

株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年５月13日 

取締役会
普通株式 434 利益剰余金 6.00 平成26年３月31日 平成26年５月28日
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当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式        

普通株式 74,919 － － 74,919

合計 74,919 － － 74,919

自己株式        

普通株式    (注)１,２ 2,562 3,128 405 5,285

合計 2,562 3,128 405 5,285

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加3,128千株は、市場買付による増加3,123千株、単元未満株式の買取りによ

る増加５千株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少405千株は、ストック・オプションの行使による減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数(株)
当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

(親会社)

ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 718

連結子会社
ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 146

合計 － － － － － 865

 

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
(決議)

株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年５月13日 

取締役会
普通株式 434 6.00 平成26年３月31日 平成26年５月28日

平成26年11月12日 

取締役会
普通株式 432 6.00 平成26年９月30日 平成26年11月28日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
(決議)

株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年５月13日 

取締役会
普通株式 557 利益剰余金 8.00 平成27年３月31日 平成27年５月29日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
(自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日)

現金及び預金勘定 6,227百万円 5,175百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △182  △223 

現金及び現金同等物 6,044  4,952 
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

(単位：百万円)
 

  種類 
連結貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 4,245 2,237 2,008

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 4,245 2,237 2,008

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 4,245 2,237 2,008

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 2百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、含めておりません。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

(単位：百万円)
 

  種類 
連結貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 6,146 2,238 3,907

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 6,146 2,238 3,907

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － －  

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 6,146 2,238 3,907

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 1百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、含めておりません。

 

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

(単位：百万円)
 

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 609 － 271
 
 

当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

(単位：百万円)
 

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 2 2 －
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、国内外で工作機械の製造および販売を行っております。製造・販売体制を基礎とした所在地

別のセグメントから構成されており、「日本」、「中国」および「韓国」の各グループ会社の所在地を報告セグ

メントとしております。

 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の算定方法

報告されている報告セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益および振替高は、市場実勢価格に基づいております。

 

「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度の期首より、退職給付債務および勤務費用の計算方法を変

更したことに伴い、報告セグメントの退職給付債務および勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

なお、この変更によるセグメント利益に与える影響は軽微であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 調整額 

(注)１ 

(注)２ 

(注)３ 

連結 

財務諸表 

計上額 

(注)４ 
  日本 中国 韓国 計 

売上高            

外部顧客への売上高 19,860 11,238 1,126 32,225 － 32,225 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
9,872 7,191 35 17,099 △17,099 － 

計 29,733 18,429 1,161 49,324 △17,099 32,225 

セグメント利益 115 662 87 864 319 1,184 

セグメント資産 29,506 24,168 785 54,460 △2,210 52,250 

その他の項目            

減価償却費 509 558 17 1,086 △10 1,075 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
205 1,876 11 2,093 △354 1,738 

（注）１．セグメント利益の調整額319百万円は、未実現利益の調整等であります。

２．セグメント資産の調整額△2,210百万円には、全社資産9,303百万円、セグメント間の連結調整の影

響額△11,513百万円が含まれております。

全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない資金(現預金および投資有価証券)等であります。

３．有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額△354百万円は、セグメント間の連結調整の影響

額であります。

４．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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 当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 調整額 

(注)１ 

(注)２ 

(注)３ 

連結 

財務諸表 

計上額 

(注)４ 
  日本 中国 韓国 計 

売上高            

外部顧客への売上高 23,758 29,249 1,124 54,132   54,132 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
11,637 9,683 54 21,375 △21,375 － 

計 35,395 38,932 1,179 75,507 △21,375 54,132 

セグメント利益 1,485 5,749 24 7,259 △5 7,253 

セグメント資産 25,514 27,002 844 53,361 3,468 56,829 

その他の項目            

減価償却費 417 744 12 1,174 △13 1,160 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
269 1,487 29 1,786 △60 1,725 

（注）１．セグメント利益の調整額△5百万円は、未実現利益の調整等であります。

２．セグメント資産の調整額3,468百万円には、全社資産9,918百万円、セグメント間の連結調整の影響

額△6,450百万円が含まれております。

全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない資金(現預金および投資有価証券)等であります。

３．有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額△60百万円は、セグメント間の連結調整の影響

額であります。

４．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自平成25年４月１日  至平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 工作機械に関する外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 特定の顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自平成26年４月１日  至平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 工作機械に関する外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 特定の顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度

        （単位：百万円） 

  日本 中国 韓国 全社・消去 合計 

減損損失 60 － － － 60 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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（関連当事者情報）

関連当事者との取引

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

関連当事者との取引は、重要性の判断基準に照らし、取引金額が開示基準に満たないため、記載を省略して

おります。

 

当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

関連当事者との取引は、重要性の判断基準に照らし、取引金額が開示基準に満たないため、記載を省略して

おります。

 

（１株当たり情報）

 

 

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産額
 

428.18円
 

 
522.94円

 
１株当たり当期純利益金額

 
4.72円

 

 
74.37円

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

 
4.64円

 

 
72.92円

 
（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益金額（百万円） 344 5,297

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 344 5,297

期中平均株式数（千株） 72,900 71,227

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 1,255 1,411

（うちストック・オプション）（千株） (1,255) (1,411)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要

 平成25年６月21日定時株主総会

決議によるストック・オプション

(株式の数200千株)

 平成26年６月20日定時株主総会

決議によるストック・オプション

(株式の数200千株)

（連結子会社）

ストック・オプションに係る新株

予約権 ２種類（新株予約権の数

4,845,000個、3,781,000個）

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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６．その他

  (1）補足情報

  ①海外売上高

当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

  アジア アメリカ ヨーロッパ 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 37,451 3,172 3,794 44,419

Ⅱ 連結売上高（百万円）       54,132

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
69.2 5.9 7.0 82.1

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

   ２．各区分に属する主な国又は地域

 (1) アジア…………………中国、タイ、韓国、シンガポール、フィリピン、インド

 (2) アメリカ………………アメリカ合衆国、メキシコ

 (3) ヨーロッパ……………スイス、ドイツ、フランス、イタリア

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

  ②連結販売実績

(百万円未満切捨) 

事業の種類別 
前連結会計年度 

(H25.4.1～H26.3.31) 

当連結会計年度 

(H26.4.1～H27.3.31) 
比較増減 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

自動旋盤 25,819 80.1 44,150 81.6 18,331 71.0 

研削盤 3,187 9.9 3,222 5.9 35 1.1 

マシニングセンタ 1,507 4.7 1,536 2.8 28 1.9 

転造盤、専用機 1,376 4.3 4,914 9.1 3,538 257.1 

その他 334 1.0 307 0.6 △27 △8.2 

合計 32,225 100.0 54,132 100 21,906 68.0 

(うち海外売上高) (24,865) (77.2) (44,419) (82.1) (19,554) (78.6) 
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  (2）役員の異動（平成27年６月18日付予定） 

 

①代表取締役の異動 

 

・退任予定取締役 

 

取締役  田内 清（現 当社代表取締役ＣＯＯ） 

 

②その他の役員の異動 

 

・新任監査役候補 

 

監査役  吉 田  均（現 株式会社東京精密代表取締役社長ＣＥＯ） 

（注）吉田均氏は社外監査役就任予定であります。 

 

・退任予定監査役 

 

監査役  木 村 龍 一（現 当社監査役） 

（注）木村龍一氏は社外監査役であります。 

 

以  上 
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